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令和４年第２回北海道議会定例会提案補正予算について

（単位 千円）

１ 今回提案する歳入歳出補正予算は、次のとおりである。

（緊 急 対 応 分） （一 般 分） （ 計 ）

一 般 会 計 18,093,856 17,609,834 35,703,690

特 定 財 源 18,093,856 16,947,181 35,041,037

一 般 財 源 0 662,653 662,653

特 別 会 計 0 0 0

合 計 18,093,856 17,609,834 35,703,690

（ 参 考 ）

（一 般 会 計） （特 別 会 計） （ 計 ）

前回までの計上額 3,226,484,322 1,038,238,143 4,264,722,465

今 回 計 上 額 35,703,690 0 35,703,690

合 計 3,262,188,012 1,038,238,143 4,300,426,155

２ 一般会計における財源は、次のとおりである。

（緊 急 対 応 分） （一 般 分） （ 計 ）

特 定 財 源

国 庫 支 出 金 18,093,856 16,662,143 34,755,999

寄 附 金 0 5,038 5,038

道 債 0 280,000 280,000

一 般 財 源

繰 入 金 0 662,653 662,653
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一 般 会 計 款 別 計 上 額

（緊 急 対 応 分） （単位 千円）

歳 入 歳 出

国 庫 支 出 金 １８，０９３，８５６ 保 健 福 祉 費 ３，８３７，００９

経 済 費 １１，５５４，８１６

農 政 費 ２，４４８，３１０

水 産 林 務 費 ２５３，７２１

計 １８，０９３，８５６ 計 １８，０９３，８５６

(一 般 分) （単位 千円）

歳 入 歳 出

国 庫 支 出 金 １６，６６２，１４３ 総 務 費 １３３，３５７

寄 附 金 ５，０３８ 総 合 政 策 費 １，９３７，２４０

繰 入 金 ６６２，６５３ 保 健 福 祉 費 ３８５，８６０

道 債 ２８０，０００ 経 済 費 １１，８３８，５８５

農 政 費 １，４６３，９０７

水 産 林 務 費 ４６４，４１３

建 設 費 １９，２００

警 察 費 １０４，４００

教 育 費 ３７，０８９

災 害 復 旧 費 １，２２５，７８３

計 １７，６０９，８３４ 計 １７，６０９，８３４
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令和４年第２回北海道議会定例会提案補正予算の主なもの

１ 緊急対応分

○ 緊急経済対策分 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

道内事業者等事業継続緊急支援金 6,691,262 コロナ禍の影響に加え、原材料等の価格高騰により

支給事業費 幅広い事業者に影響があることを勘案し、支援金を支

【新規】 給

区 分 内 容

対 象 者 中小・小規模企業、個人事業主 ※業種の限定なし

・Ｒ３年11月以降のいずれかの月の売上が、Ｈ30年11月からＲ２年３月までの

対象要件 同月比で20％以上減少

・Ｒ３年11月以降のいずれかの月に購入した事業活動の主要な原材料等の単価が

前年同月の単価よりも増加

事業者数 72,000者程度

金 額 法人：10万円、個人事業主：５万円

プレミアム付商品券発行支援事業 2,501,000 地域経済の活性化や物価高騰等による道民生活への

費 影響の軽減を図るため、市町村が発行するプレミアム

【新規】 付商品券に対して、プレミアム分の上乗せ支援を実施

区 分 内 容

概 要
市町村発行のプレミアム付商品券に対し、10％以内のプ

レミアムを上乗せ（市町村が負担するプレミアム率以内）

利用店舗 ｢新北海道スタイル｣を実践する商業店舗

販売目標額 25,000,000

所 要 額 2,501,000

道産食品消費喚起対策事業費 801,074 道産食品の消費喚起を図るため、アンテナショップ

【新規】 等で利用可能なプレミアム商品券の販売やネット販売

等を実施

区 分 商品券発行 フェア開催 ネット販売 宅配サービス

道内
どさんこプラザ（１店舗）

－
実 施 百貨店（５店舗） どさんこプラザ・

宅配サービス利用者
店舗等

道外
どさんこプラザ（９店舗）どさんこプラザ(５店舗) 百貨店の通販サイト

百貨店（32店舗） 百貨店（32店舗）

実 施 期 間 Ｒ４年８月～Ｒ５年２月

割 引 率 等 プレミアム率40％ － 割引率30％ －

所 要 額 384,463 58,620 327,018 30,973

割引原資 300,000 0 231,000 0

事務費等 84,463 58,620 96,018 30,973



- 4 -

（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

飲食店利用促進支援事業費 1,231,564 プレミアム付食事券の販売による飲食店の利用を促

【新規】 進することにより、飲食事業者等の経営を支援

区 分 内 容

発行総額 35億円（発行冊数：70万冊）

販売価格 １冊４千円(５千円分、プレミアム率25％)

販売期間 Ｒ４年８月～Ｒ４年11月

利用期限 Ｒ５年１月末

利用店舗 第三者認証店

観光事業環境変動対策特別事業費 200,000 コロナ禍等の影響により落ち込んでいる観光需要の

【新規】 回復を図るため、繁忙期における誘客プロモーション

を実施

区 分 内 容

実 施 期 間 Ｒ４年７月～９月

実 施 地 域 道外（関東圏、関西圏 等）

事 業 内 容
ＴＶＣＭ、Ｗｅｂ広告、ＪＲデジタルサイネージ、

屋外ビジョン広告、企業タイアップ広告 等

実 施 主 体 北海道観光振興機構

観光需要確保緊急支援事業費 20,454 地域の観光協会等が繁忙期に向けて実施する情報発

【新規】 信等の取組を支援

区 分 内 容

補助対象者 観光船事業者が所属する観光協会等

対 象 経 費
観光協会等が実施する情報発信等に要する経費

(プロモーション、動画・チラシ作成、Ｗｅｂサイト制作等)

補 助 率 10／10

補助上限額 地域単独：400万円、広域連携：800万円

採 択 数 地域単独：３地区 、広域連携：１地区
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（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

道外人材確保緊急支援事業費 109,462 道内経済の速やかな回復を図るため、人手不足が深

【新規】 刻な業種への短期就労を行う場合に支援金を支給

区 分 就労者（奨励金） 道内企業（支援金）

支給対象
道外在住で、対象業種に10日

左記の者を雇用した道内企業
以上の短期就労した者

対象業種
求人数が500人以上かつ有効求人倍率が1.5倍以上の業種

（宿泊、飲食 等）

支給金額 10万円（＋移動費10万円（上限）） 10万円

対 象 数 300人 300事業所

対象期間 Ｒ４年７月～９月

所 要 額 109,462

支給金 60,000 30,000

事務費 19,462

子育て世帯生活支援特別給付金支 584,599 コロナ禍の影響を受けている低所得のひとり親世帯

給事業費 を対象に給付金を支給（負担割合：国10/10）

【新規】

区 分 内 容

・児童扶養手当受給者

対 象 者 ・公的年金受給等による児童扶養手当未受給者

・家計急変により児童扶養手当受給水準となる者

支 給 額 ５万円/児童１人

支給対象 町村区域（市区域は市が支給）

所 要 額
給付金：560,450（11,209人）

事務費： 24,149

子育て世帯臨時特別給付金支給事 1,336,490 コロナ禍の影響を受けている低所得の子育て世帯を

業費 支援するため道独自の臨時給付金を支給

【新規】 （子育て世帯生活支援特別給付金への上乗せ支援）

区 分 内 容

対 象 者 低所得の子育て世帯（全市町村）

支 給 額 １万円/児童１人

所 要 額
給付金：1,318,590（131,859人）

事務費： 17,900
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（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

市町村高齢者世帯等生活支援事業 1,885,434 物価高騰の影響を緩和するため、市町村が実施する

費補助金 低所得の高齢者世帯及び障がい者世帯への給付に対す

【新規】 る支援

区 分 内 容

実施主体 市町村

対象世帯 住民税非課税の高齢者世帯及び障がい者世帯

補助率等 １/２以内（上限６千円）

所 要 額 1,885,434（314,239世帯）

農業分野における原油価格・物価 2,448,310 価格高騰の影響を受けている燃油、飼料、肥料の営

高騰等緊急対策事業費 農経費に対する支援

【新規】

１ 燃油高騰対策

区 分 内 容

概 要 施設園芸の省エネ機器等導入を支援

実施主体 農業者団体、農業者、法人等

事業内容
・無加温ハウスの整備

・ヒートポンプ等の省エネ機器等の導入

補 助 率 １/２以内

所 要 額 249,000

２ 飼料高騰対策

区 分 内 容

概 要 飼料生産用機械の導入を支援

実施主体 地域の畜産クラスター協議会

事業内容 子実コーン・飼料用米関連機械の導入

補 助 率 １/２以内

所 要 額 100,000

３ 肥料高騰対策

区 分 内 容

事業内容 農業者に対し肥料購入支援金を支給

補助単価 肥料１トンあたり3,125円

所 要 額 2,099,310
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（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

道産木材供給拡大緊急対策事業費 253,721 道産木材の供給拡大を図るため、種苗生産事業者、

【新規】 原木生産事業者及び製材事業者に対する支援

１ 資材・燃油高騰対策（種苗・原木生産）

区 分 内 容

事業内容 種苗･原木生産に必要な資材等の掛かり増し経費への補助

補助対象 種苗生産事業者、原木生産事業者

補 助 率 定額

所 要 額 191,469

２ 建築材不足対策（道産建築材追加生産）

区 分 内 容

事業内容 建築材の増産に必要な資材等の経費への補助

補助対象 梱包材等のみ生産している製材事業者

補 助 率 定額

所 要 額 62,252
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２ 一般分

○ 緊急経済対策分 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

中小・小規模企業新事業展開・販 1,054,655 原油価格や物価高騰等に伴う更なる経済環境の変化

売促進支援事業費補助金 に対応し、中小・小規模企業が行う、原材料コスト抑

【新規】 制等の取組を支援

区 分
中小・小規模企業新事業展開・販売促進支援事業費補助金

既計上分（Ｒ３繰越）【通常枠】 今回【原油価格・物価高騰等影響枠】

対 象 者 中小企業者･小規模企業
同左

対 象 業 種 限定なし

売 上 要 件
Ｒ２年４月以降の連続する６か月のうち、Ｒ４年１月以降の売上が10%以上減少

任意の３か月の売上が10%以上減少 又は付加価値額が15%以上減少

新事業展開枠 販売促進枠 経営改善枠 販売促進枠

新たな商品・サービ 新たな媒体による宣
【通常枠】新事業展開枠

対 象 経 費 スの開発や、新分野 伝広告等の販売促進
＋ 【通常枠】同様

進出のための設備費 や、展示会出展等の
原材料等コスト抑制の取組経費

や店舗改装等の経費 販路開拓等の経費

補 助 率 ２/３以内(※) ２/３以内(※) ３/４以内 ３/４以内

500千円～1,000千円
補助上限額 500千円～1,000千円 300千円 コスト抑制の取組に 300千円

デジタル技術を活用する
場合は上限3,000千円

所 要 額 1,608,851 1,054,655

※原油価格・物価高騰等影響枠の対象となる場合は３/４以内

交通事業者利用促進支援事業費 1,100,000 「新北海道スタイル」を実践する交通事業者による

【新規】 乗り放題乗車券等の販売を支援

区 分 既計上分（Ｒ３繰越） 今 回

販 売 期 間 Ｒ４年３月～８月 Ｒ４年９月～12月

割
使 用 期 限 Ｒ４年９月末 Ｒ５年１月末

引 対象事業者
「新北海道スタイル」を実践する交通事業者

補
（航空機、鉄道、バス、タクシー、フェリー）

助 対 象 経 費
乗り放題乗車券の割引額 または 同左

プレミアム付乗車回数券のプレミアム分

割 引 率 等 30％以内（一社単独）、50％以内（複数連携）

事 業 Ｐ Ｒ 新聞広告、テレビＣＭ等 －

所 要 額 1,804,835 1,100,000
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（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

地域公共交通事業者臨時支援事業 799,800 コロナ禍や燃料費高騰の影響を受けている交通事業

費 者に対する臨時的な支援

【新規】

区 分 バス（乗合・貸切） タクシー フェリー

補 車 両 40千円/台 25千円/台 6,000千円/隻（高速船）

助 維持費 ※１社100台を上限 ※１社100台を上限 17,500千円/隻（中型以上）

単
燃料費

113千円/台（乗合）
－ －

価 30千円/台（貸切）

対 象 数 4,400台程度 10,100台程度 ６隻

補助金額 449,100 252,500 93,500

事 務 費 4,700

漁業協同組合省エネルギー化推進 166,000 コロナ禍や物価高騰の影響を受けている漁業協同組

事業費 合の負担軽減を図るため、省エネルギー化設備の導入

【新規】 を支援

区 分 内 容

補助対象 漁業協同組合（83組合）

事業内容 漁協設備等の導入補助

補 助 率 １/２以内（上限2,000千円）

給食原材料費等支援事業費 321,948 栄養バランスや量を保った給食の実施が継続出来る

【新規】 よう、保護者の負担軽減に向けた給食原材料等の経費

を支援

区 分 所要額

道 立 学 校
夜 間 定 時 制 高 校

（100校）
特 別 支 援 学 校 32,051

中 等 教 育 学 校

私立幼稚園等
私 立 幼 稚 園 等

（263園・校）
小 学 校 133,357

特 別 支 援 学 校

保 育 所 等 保 育 所
156,540

（628園） 認定こども園(幼稚園型以外)
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○ 新型コロナウイルス感染症対策分 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

感染防止対策協力支援金支給事業 10,783,930 実施主体の変更に伴い、道の要請に応じた事業者に

費（機動的対応分） 対する機動的な支援に必要な経費を増額

現計予算額 （今後は道が全道分を一括して支給事務を実施）

19,363,162

区 分 実施主体 日 数 所要額

変更前
市町村

25日間 19,363,162
道

変更後 道 25日間 30,147,092

差 引 10,783,930

○ 一般施策 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

高病原性鳥インフルエンザ防疫対 1,049,938 白老町や網走市などで発生した高病原性鳥インフル

策事業費 エンザの防疫措置等に要する経費

現計予算額

281,481 区 分 内 容 所要額

防疫措置 家きんの殺処分、埋却等 742,548

移動制限 周辺農場の家きん等の移動制
28,630

補 償 限等による売上減少補償

防疫体制 今回消費した防疫資材等備蓄
116,316

整 備 品の補充（門別競馬場・農大）

防疫体制 旧滝川畜産試験場内に備蓄
162,444

強 化 ポイントを追加(道内３か所目)

計 1,049,938

○ 災害復旧費 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

災害復旧事業費 1,247,103 漁港施設及び土木施設の災害復旧

区 分 災害箇所 所要額

漁港災害復旧 余市町（１箇所） 190,558

土木災害復旧 別海町ほか３町（15箇所） 1,056,545

計 1,247,103


